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論文要旨 
１．問題意識  
高等教育の質とアカウンタビリティーの向上は、今後の高等教育の発展において欠かせないテ

ーマである。日本においても、こうした傾向は例外ではなく、高等教育の質を向上させるととも

に、アカウンタビリティーを果たすことは、重要な課題である。1991 年の大学設置基準の大綱化

と、それにともなう大学の自己点検自己評価の導入以降、大学情報の重要性は高まっている。2007
年には、学校教育法の改正によって、教育研究活動に関する情報の公開が規定され、大学におけ

る情報公開は欠かせない取り組みになった。しかし、大学による積極的な大学情報の公開にも関

わらず、社会からのアカウンタビリティーを求める声は、近年更に高まっている。その理由のひ

とつには、明確な用語の定義付けに基づく、大学情報の標準化が十分になされておらず、大学情

報が氾濫状態となっていることが挙げられる。例えば、学校基本調査等で用いられている「学生」

という用語について、学校教育法の規定と異なる意味で利用されているという指摘がある（舘

2007）。これは、大学情報も含め、日本の教育統計の収集において、中核的な役割を持つ学校基

本調査でさえも、用語の定義付けが十分に行われていないことを示している。 
本論文では、大学情報の標準化を、「全ての人々が大学情報に対して共通の認識を持てるように、

明確に定義された用語に基づく情報を作成すること」と定義している。大学情報の標準化は、様々

な情報の相互活用が可能となる環境を構築し、情報の質を向上させるとともに、その氾濫を防ぐ

ことが出来る取り組みである。 
 
２．研究目的と対象 
 高等教育の分野において、日本をはじめ世界に影響を与えているアメリカでは、1960 年代から

こうした問題に直面していた。連邦政府及び高等教育関係者は、正確な大学情報の収集・公開の

ために、明確な用語の定義付けに基づく大学情報の標準化を試みている。本論文では、以下の 4
項目を研究対象とした。 
 
（１）Integrated Postsecondary Education Data System（IPEDS） 
（２）Performance Reporting（PR）  
（３）Common Data Set（CDS） 
（４）Voluntary System of Accountability（VSA） 
 

Integrated Postsecondary Education Data System（IPEDS）は、アメリカ教育省の National 
Center for Educational Statistics（NCES）によって運用されている中等後教育機関の情報を収

集するためのシステムである。IPEDS を用いて集められた情報は、連邦政府による高等教育政策

の立案のみならず、州政府、教育関連団体、産業界、メディアなどによって、様々な用途に利用

されている。IPEDS の中で使用されている用語には、明確な定義が付与されている。これは、学

士課程や授業料のような基本的な用語から、高等教育関連法規まで、500 近くの用語に及んでい

る。用語の定義に基づき、全米レベルの大学情報の標準化した IPEDS は、アメリカにおける大

学情報のコアといえる役割を果たしている。 
Performance Reporting（PR）は、各州の高等教育管理・調整委員会が、卒業率などの大学の
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パフォーマンスを示す指標を用い、州レベルにおいて大学情報を公開する取り組みである。主に

州知事や州議会を対象に、大学のパフォーマンスを示すことによって、アカウンタビリティー果

たすとともに、データに基づく大学の質の向上を目的としている。1990 年代中ごろから各州に採

用されはじめ、2000 年以降には 40 州以上が PR を実施するに至っており、全米に広がっている

取り組みである。PR は 
Common Data Set（CDS）は、主に大学ガイドやランキングを発行する出版社が、大学の基礎

的な情報を収集するための標準化されたデータフォーマットである。1996 年に開発され、その特

徴は、大学ガイドやランキングを利用する学生やその保護者にとって、最も重要な大学情報を厳

選していることである。また、用語の定義についても、IPEDS に利用されている用語の定義を基

盤に、CDS に用いる 139 の用語の定義集を用意している。これにより、出版社へ提供する大学情

報の質の向上だけでなく、大学側の情報提供の負担も軽減されている。CDS は、基本的には出版

社が情報収集のために用いているが、現在は連邦政府による大学情報の収集と関連付けられるな

ど、全米規模で使用されているデータフォーマットとなっている。 
Voluntary System of Accountability（VSA）は、アメリカの 2 大州立大学団体を中心に、2007

年 11 月から始まった試みである。その主要な取り組みは College Portrait（CP）である。CP は、

CDS と同じく標準化されたフォーマットを用いているが、特徴は、各大学が作成・公開を行うこ

とと、学生の経験や活動、あるいは学生の学習成果に関する指標が含まれていることである。VSA
は、開始してから日が浅く十分に浸透しているわけではない。しかし、VSA の取り組みの私立大

学版である University & College Accountability Network（U-CAN）（私立大学アカウンタビリ

ティーネットワーク）が、私立大学協会を中心に始まっている。また、コミュニティーカレッジ

の団体も同様の取り組み検討しており、今後全米的な取り組みになることが予想されるものであ

る。 
IPEDS は連邦政府、PR は州の高等教育管理・調整委員会、CDS は出版社などの市場、VSA

は州立大学と、それぞれ異なる組織による大学情報の標準化の取り組みだが、その目的は、いず

れも正確な大学情報に基づく、高等教育の質とアカウンタビリティーの向上である。本研究では、

これらのアメリカにおける大学情報の標準化の取り組みについて、それぞれの発展過程から現在

までの動向を分析し、大学情報の標準化のプロセスとともに、高等教育に対する効果を明らかに

する。 
 
３．先行研究 

IPEDS によって収集されたデータに基づく、調査研究は数多く見られるが、IPEDS 自体を研

究対象とした研究論文は数少ない。しかし、IPEDS の運用機関である NCES を中心に、IPEDS
改革の際に、連邦政府における大学情報の収集・公開に関するレビューを実施している（Vinovskis 
1998、Peng, Korb, Rose et al. 1999）。日本では、小林（２００３）、井田（2005）によって、IPEDS
の概要が紹介されている。 

PR については、Joseph C. Burke らによる研究成果が、本分野における代表的な先行研究であ

る（Burke and Minassians 2002,2003）。Burke らは、PR の定義付けを行うとともに、全米規

模の PR の実施状況調査から、利用されている指標の分析・分類を試み、これは各州の PR の取

り組みにも影響を与えている。また、この調査結果を含めた PR 研究の成果の一部は、日本にお
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いても、大学評価・学位授与機構の学会誌を通じて公開されている Burke 2003）。 
CDS の先行研究は、CDS の取り組みを運営する関係者らと、筆者とのメールのやりとりから、

研究論文が存在しないことが明らかになった。現在も、CDS を研究対象とした論文は、教育学文

献データベースである Educational Resources Information Center（ERIC）を用いた検索からも

見当たらない。しかし、CDS 開発の議論において、中心的な役割を果たした Arthur J. Rothkopf
を通じ、非公開の資料を含めた会議記録や、CDS 開発に携わった人々によるメールの交信記録を

入手している。 
VSA は、2006 年に始まった取り組みのため、まだ研究成果が発表される段階ではなく、議論

の過程を示した会議記録や報告書は見られる程度である。従って、VSA の開始までの過程から、

現状分析、問題点の整理はなされているが、研究対象までには至っていない状況にある。 
それぞれに対する先行研究や会議記録、報告書などは見られるが、大学情報の標準化という枠組

みにおいて、これらを総合的に論じている文献は見当たらない。IPEDS、PR、CDS、VSA の実

施機関はそれぞれ異なっているが、標準化された大学情報を用いる共通点を持ち、相互に影響を

与えている事例も見られる。大学情報の標準化の重要性と意義を明らかにするにおいて、包括的

な検証が必要である。 
 
４．研究方法 

本研究では、それぞれの情報収集・公開のシステムについて、現状の考察を試みるとともに、

発展プロセスの議論や動向に焦点をあてている。 
IPEDS の研究では、連邦政府における大学情報の収集の原点から、IPEDS に至るまでの過程、

現状までを考察する。IPEDS は 1986 年から始まっているが、連邦政府における大学情報の標準

化自体は、1966 年の Higher Education General Information Survey（HEGIS）より開始してい

る。HEGIS は、IPEDS の前身に当たるシステムである。大学情報の標準化に至る背景を、連邦

政府による教育統計と大学情報の収集の草創期から、1950～60 年代のアメリカ高等教育と連邦政

府の関係の変化から示す。そして、IPEDS 開発の背景として、大学情報の標準化の取り組みであ

る HEGIS の開発と発展のための議論を、会議記録や報告書から考察する。同時に、大学情報を

含め、あらゆる教育統計を扱う NCES についても論じ、IPEDS を運用する機関の変化が、どの

ように大学情報の収集・公開に影響を与えるかを調査し、IPEDS の現状とともに述べる。 
PR は、すでに Burke らによる全米規模の調査研究が存在するため、はじめに先行研究のレビ

ューを行う。この全米規模の調査は、2003 年以降行われていないが、高等教育のアカウンタビリ

ティーの議論は、今もなお大きな課題であることから、大学のパフォーマンスを示す取り組みで

ある PR も、更なる発展が予測される。本研究では、各州が現在公開している PR の動向を調査

し、先行研究との比較とともに、現状を明らかにする。PR は、高等教育のアカウンタビリティー

の向上を、主な目的としているため、多くのレポートはインターネット上に公開され、誰でも閲

覧することが可能である。従って、インターネットを用い、各州の PR を収集し、分析を試みる。

また、各州の PR が、実際にどのように開発され、実施に至っているかを考察するために、オハ

イオ州の PR を事例研究の対象とする。オハイオ州の PR は、当該分野の中心人物のひとりであ

る Burke によって、優れた取り組みと評価されるなど、注目を集めているものである。総合的な

PR の考察とともに、オハイオ州の事例を分析することによって、州規模の大学情報の標準化がど
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のように進展しているかを明らかにする。 
CDS は、先に述べたように、先行研究は見当たらないが、会議主催者を通じて、非公開の資料

を含めた会議記録の提供を受けている。会議記録の考察を通じて、市場レベルにおける大学情報

の標準化が始まる背景から、その合意形成に至る過程を詳細に分析する。更に、開発された CDS
の高等教育におけるインパクトから、現在の役割を明らかにする。IPEDS や PR と異なり、CDS
を用いて収集された大学情報は、大学ガイドやランキングという出版物を通じて、大学進学を目

指す人々やその家族への情報に特化している。高等教育のアカウンタビリティーの向上において、

最も重要な対象である学生や保護者向けの情報は、日本の高等教育にとっても参考に出来る点は

多いと推測出来る。従って、CDS の考察に加え、実際に大学情報の収集に用いている CDS のデ

ータフォーマットの全訳を試みている。 
VSA は、上記 3 つの情報収集・公開システムと異なり、2000 年以降に始まった新しい取り組

みである。はじめに、VSA の構築のための会議記録やレポートの考察を通じて、2000 年以降か

ら現在のアメリカ高等教育における質とアカウンタビリティーの向上に関する議論を整理する。

そして、VSA の中心的な取り組みである College Portrait（CP）を分析し、過去の高等教育の質

とアカウンタビリティーの向上のための取り組みとの相違点を明らかにする。 
 
５．研究結果 
・Integrated Postsecondary Education Data System（IPEDS） 
アメリカにおける大学情報の標準化は、1966 年の HEGIS によって始まった。これは、高等教

育法の施行、連邦政府による奨学金の増加、NCES の創設など、連邦政府と高等教育の関係の変

化とともに生じている。HEGIS の開発以降、100 人以上の高等教育関係者を中心に、継続的な改

善の議論が行われ、この議論を基盤に IPEDS は成り立っている。IPEDS もまた、高等教育界や

社会の要望を受け、改善を繰り返し、今やアメリカにおいてなくてはならないシステムになって

いる。また、教育統計を扱う部局である NCES の人的・予算的規模の拡大も、IPEDS 拡大に大

きく影響している。連邦政府による大学情報の標準化は、政策立案能力の向上だけでなく、高等

教育研究の発展を導き、更には連邦政府以外の組織による情報収集・公開の取り組みが、積極的

になされるようになり、大学情報の質だけでなく、高等教育自体の向上に貢献していることが明

らかになった。 
本論文において研究対象とした PR や CDS の始まりは、パフォーマンス指標の流行や、情報処

理技術の向上など、様々な要因が見られるが、基盤となっていたのは IPEDS である。全米レベ

ルのシステムにおける用語の定義付けと大学情報の標準化は、大学情報の質を向上するとともに、

様々な機関が相互に情報を活用しやすい環境を構築した。IPEDS は、アメリカにおける大学情報

収集・公開システムのコアである。アメリカ高等教育の質とアカウンタビリティーの向上におい

て、重要な役割を果たしており、今後更にその重要性は高まっていくだろう。 
 
・Performance Reporting（PR） 

PR は、アメリカでは必ずしも好意的に受け止められておらず、アカウンタビリティーの向上に

貢献していないという批判的な意見もある。しかし、本研究において実行したウェブ調査から、

今も多くの州が PR を実施していることが明らかとなった。レポートの分量、対象、用いている
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指標など、各州が独自の問題意識を持って作成し、標準化された情報を基盤に、州内の高等教育

の状況を報告している。また、レポートの傾向を、現状報告型と、目標設定型の 2 つのタイプに

分類することが出来た。この分類によって、大学のパフォーマンスや成果の評価において、具体

的な目標値を設定する傾向が見られるが、目的設定を試みるレポートほど、その指標はアウトカ

ムではなく、インプットに偏ることが明らかになっている。当該分野の先行研究である Burke 調

査との比較の結果からは、PR に利用されている主な指標は、依然として卒業率/リテンション率

や研究資金の獲得、卒業率、奨学金が中心的だが、新入生の在籍や補習教育の状況、共通テスト

のスコアなど、新入生に焦点をあてた指標が目立つようになっていた。教職員に関する項目は、

PR において取り入れられなくなっている傾向も明らかになった。 
オハイオ州の事例からは、PR は高等教育関係者を中心とした継続的な議論によって、その内容

が発展していることが明らかになった。レポートに利用されている指標は、IPEDS の中ですでに

収集されているものも多いが、その一方で州の課題や問題意識に沿った指標も取り入れ、PR の独

自性を維持している。PR を公開することだけで、高等教育の質とアカウンタビリティーがすぐに

向上するわけではないが、州民に対する情報公開は、多くの税金を投入している高等教育機関に

とって、当然行われるべき活動である。また、PR を継続的に実施することによって、データの蓄

積とともに、大学のパフォーマンスを示す指標の議論が発展を遂げ、結果的に大学のアカウンタ

ビリティー能力を促していることが示された。パフォーマンス指標の追加や削減が見られるが、

基盤的な情報が標準化されつつある一方で、新たな指標も取り入れられている。 
本調査においては、PR に利用されている指標を詳細に分類するには至らなかったが、PR の全

体的な傾向とオハイオ州の事例の分析から、パフォーマンス指標の新たな追加や削減とともに、

基盤となる指標の大学情報は標準化が進んでいることが明らかになった。 
 
・Common Data Set（CDS） 

CDS は、大学ガイドやランキングのような市場からの影響を受け、その取り組みが始まった。

高等教育界の大学ランキングに対する批判は根強く、その質や必要性に疑問を抱いていた。しか

し、CDS の開発は、高等教育界がランキングの問題から目を背けるのではなく、アカウンタビリ

ティーの向上と、大学側の情報提供の負担を減少させるという目的を持って、積極的に関与する

ことによって始まった。その議論は、2 つの段階に分けられる。初めの議論では、大学の学長、

大学ランキング出版者や高等教育専門職団体の幹部など、各機関の長が集まり、問題点の整理と

ともに、問題解決のための合意の形成が得られている。そして、この合意形成をもとに、実際に

大学情報を扱う大学や専門職団体の職員、出版社の社員、NCES の担当者らが集まり、データフ

ォーマット構築の具体的な議論が展開された。その結果、CDS は、2003 年の高等教育法改正の

提案において、大学のアカウンタビリティーを向上させた取り組みとして評価され、全米レベル

の大学情報ツールとなった。 
現在においても、CDS は発展を続け、多くの専門家による用語の定義を含めた内容のレビュー

を毎年実施し、その質の向上に取り組んでいる。CDS 拡大の背景には、CDS が市場向けの情報

に特化していることが挙げられる。大学ガイドやランキングの出版社にとって、顧客である学生

やその保護者は、大学にとってもアカウンタビリティーを果たすべき重要な対象であり、質の高

い情報が求められている分野であった。IPEDS によって収集される情報を基盤に、市場向けの大
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学情報の標準化を行った CDS は、様々な利害関係者による合意形成の過程を経て作られ、これは

大学側と市場側の双方の質とともに、高等教育のアカウンタビリティー能力の向上に貢献してい

る。 
・Voluntary System of Accountability（VSA） 

VSA は、発展途上の取り組みであり、多くの課題が残されている。しかし、CDS の議論から

も分かるように、大学は比較やランク付けには否定的な立場をとり続けているにも関わらず、各

大学が率先して、比較可能な標準化されたデータフォーマットである College Portrait（CP）を

作成することは、高等教育界の情報提供に対する姿勢の変化を示している。大学における学生の

経験や成果を示す指標は、十分に標準化がされておらず、CP を作成する全ての大学が参加してい

るわけではない。しかし、大学情報の標準化による各大学の比較を促すことが、高等教育の質と

アカウンタビリティーの向上に資することは、共通認識になっていることが明らかになった。VSA
の関係者は、現在の CP が不十分なものと認識しており、これから議論を経て発展していくもの

と考えている。本研究において、対象としてきた大学情報の標準化の取り組みは、いずれも継続

的な議論によって現在まで発展してきた。VSA においても、継続的な議論のもと、大学における

学生の成長や成果の指標に関する問題が解決する可能性がある。これらの指標が、多くの人々の

合意を経て標準化されたとすれば、日本のみならず、世界の高等教育に影響を与えるだろう。 
 
６．まとめ 

IPEDS、PR、CDS、VSA の考察を通じて、連邦政府、州、市場、州立大学というそれぞれ異

なる立場による大学情報の標準化の動向を明らかにした。これらの動向の総合的な考察から明ら

かになったことは、以下のとおりである。 
 
・ 大学情報の標準化は、大学情報に関わるあらゆる人々の負担を軽減し、高等教育のアカウン

タビリティーと質の向上に重要な役割を果たしている 

・ 用語の定義と大学情報の標準化は、高等教育関係者を中心に多くの人員を必要とし、同時に

時間を要する作業である 

・ 連邦政府によって作られた大学情報は、他の機関による大学情報の収集・分析の発展の基礎

になっている 

・ 大学情報に対するニーズは、社会の変化とともに変わるため、継続的な議論の場が必要であ

る 

・ 高等教育に直接関係する者だけでなく、様々な利害関係者が、大学情報の構築の議論に参加

する必要がある 

・ 大学情報の公開・収集の取り組みに対する高等教育界の積極的な関わりは、大学情報の質の

向上に欠かせないものである。 

 
アメリカにおける大学情報の標準化は、高等教育の改革期である 1960 年代から始まった。以

来、連邦政府による標準化された大学情報は、アメリカ高等教育における大学情報の収集・公開

において、中心的な役割を果たし続けている。1990 年代のアカウンタビリティーを求める声の高

まりと、情報技術の発展は、IPEDS によって収集された大学情報を基盤に、様々な機関が自らの
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目的に沿った情報を加え、広範なアカウンタビリティーの要求に応えることを可能にした。こう

した取り組みにも関わらず、アメリカは今もなお、高等教育の質とアカウンタビリティーの向上

の課題に直面している。大学生の成長や成果に焦点をあてた、新たな大学情報の標準化の取り組

みである VSA が近年始まったが、この問題を解決出来るかは定かでない。しかし、HEGIS から

始まった大学情報の標準化の取り組みは、アメリカ高等教育の発展とともに、着実に進歩を遂げ

ていることは明らかである。 
日本では、全ての高等教育機関が大学評価を行うようになり、国立大学法人では、評価結果に

基づく資金の配分も始まった。大学評価の発展とともに、大学情報に対する関心度も高まり、大

学情報を専門に扱う部局を設置する大学も表れている。しかし、その一方で、基盤的な大学情報

収集ツールである学校基本調査でさえも、用語の定義が不十分であることはすでに明らかになり、

大学情報の標準化がされずに、情報が氾濫していく状況にある。今後、学習成果の評価の議論や

研究が進展すると予想され、必要とされる大学情報は更に多くなる。また、国際的な高等教育の

評価が行われば、用語の定義がされていなければ、正確な高等教育の状況を評価することは困難

になるだろう。幸いなことに、自己点検評価が開始して 15 年近くが経過し、大学評価は特別な作

業ではなく、大学情報の収集・公開は日常的に行われている。 
本論文は、アメリカにおける大学情報の標準化の動向に焦点をあてているため、PR に用いられ

ていた指標の分類を含め、実際にどのようなデータが使われているかについては、十分に言及出

来ていない。しかし、大学情報の標準化の意義、標準化と更なる改善のための過程を、IPEDS、
PR、CDS、VSA を事例に示すことが出来た。日本の高等教育の質とアカウンタビリティーの向

上のために、大学情報の標準化が模索され、本論がその議論の基礎になることを望んでいる。 
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